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�．問 題 意 識

本稿の目的は，二元代表制の党派的特性とローカル・ガバナンス構造の

関係を明らかにすることである。言い換えれば，首長と議会の党派的関係

によって当該地域社会における利益・利害の集約構造が異なるのではない

かというのが本稿の問題意識である。

まず，二元代表制の党派的特性とは，地方議会において首長を支援する

政党や会派に属する議員が多数派であるかに関わる
�
。つまり，首長と議会

における党派的関係は，県政運営における対立的か協調的かを示し二元代

表制の政治的特性を規定する。近年，自治体の二元代表制による地方政治

を分析する実証研究が多くなっている（名取，２００３；曽我・待鳥，２００７；

砂原，２００８）。つまり，予算提出権などを含む包括例示主義に基づく首長

の権限は，議会の権限を圧倒するものであるものの，議決権，再議権など

の制度上の権限をもつ議会との何らかの妥協が必要となるので，議会の影

響力の行使が可能である。また，議会の影響力行使の手段としては，制度

上の権限だけでなく，首長選挙における支援，政策過程における行政職員
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との接触などが考えられる。さらに，議会の影響力は，絶対的なものとい

うより，首長と議会での多数派の関係から見受けられ，それらの関係に

よって政治的帰結（政策決定）が異なるという分析結果が得られた。こう

した分析結果は，従来自治体の政策決定において弱い議会を否定し，そこ

から地方政治のダイナミックな様態を導き出したと評価できる。しかしな

がら，こうした分析結果からいえるのは，二元代表制によってもたらされ

る「自治体」の政治的選択（結果）であり，二元代表制によってもたらさ

れる「地域社会」の政治過程までは描くことができない。ただし，首長と

議会の政策選好によって地域社会の利益集約・収斂過程を推論することが

できる。つまり，首長と議会における選挙制度の特徴が彼らの政策選好を

規定し，首長が地域社会全体の集合的利益を，議会が個別的利益を求めて

いるという前提が成り立つ。その前提に立てれば，地域社会における個別

的な利益は，おおむね地方議会議員を通して，首長を頂点とする自治体の

行政に伝えられて集約・収斂された上で，最終的な調整が行われることに

なる。つまり，「首長中心型利益集約・収斂構造」が成立するのである。

しかしながら，こうした地域社会の利益集約・収斂構造は，果たしてどの

自治体においても共通であろうか。仮に，各自治体において利益集約・収

斂構造の相違が存在するならば，それは何によるものであり，何を意味す

るのか。この問いに対して本稿では，地域社会の利益が自治体の政治過程

に集約・収斂されて最終に調節されていく過程をローカル・ガバナンスの

構造とし，二元代表制の党派的特性がローカル・ガバナンスの構造に影響

を与えるとみなす。

そこで，本稿におけるガバナンスとは何かについて簡単に触れておきた

い。本稿におけるガバナンスとは，自治体の政策過程に関わる各アクター

間の関係による統治過程を考察するという分析的表現である。１９９０年代

以後，政治・行政学においては「ガバメントからガバナンスへ」と表現が

一般に使われるようになった。しかしながら，ガバナンスの概念に対して

一致した見解が存在するものではない。にもかかわらず，ガバナンスとい

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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う文脈は従来の政府，行政に対する否定的なイメージを払拭し，何らかの

「新しい」または「改革的」なものとしてイメージされている。そうした

背景には，従来の政府機能に対する二つの懐疑が存在する。第一に，政

府・行政のパフォーマンスに関わる。官僚制という強力的な手段を用いて

公共サービスの提供を行ったガバメントは，社会の複雑化につれて多様で

ありながら新しい国民のニーズに対応しきれなくなり，独占的な政府によ

る公共サービスの提供は必ずしも効率的でないという批判に直面してい

る。第二に，ガバメントに対する民主的統制が低下しており，行政と議会

に対する国民の信頼は低い水準で停滞していることである。そこで，この

二つの問題を解決するため，ガバナンスの議論では多様なアクターの参加

を促すとともに，公共サービスの担い手の多様化を通して公共問題を解決

していくことが論じられる。

一般にガバナンスの文脈では，各セクター（公的・私的・ボランティア）

の境界を越えて，社会問題を解決していく過程が論じられ，その過程とは

ネットワーキングとパートナーシップの過程を示す
�
。いわゆる，ガバナン

スの論点は社会問題の解決過程における各アクターまたは制度間の相互依

存性に焦点を置きながらも
�
，新しい統治（governing）過程もしくは秩序

化された規則の新しい条件などが含まれているのである
�
。したがって，社

会問題の解決にあたって，意思決定過程に関与するアクターが限定的でな

く，アクターの多様性が強調されており，何を行うべきかという方向性に

対するアクター間の調整過程がガバナンスということについては異論がな

いようである。その中で，ガバナンスに関する定義や類型も様々であり，

数えられないほどである。もちろん，それらを取り上げて説明した上で，

日本の状況にあてはまるモデルを析出することも意義があるが，ここで

は，ガバナンスを広い概念としての「統治パターン」
�
に重みをおきながら

検討していくことにしたい。

本稿の題名であるローカル・ガバナンスからすれば，地域社会の公共問

題に対して自治体，市民社会，地域経済社会が民主的な意思決定を行う相
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互作用であり，それらの組織間の関係が重要となる
�
。すなわち，公共問題

をめぐる自治体の権力行使とともに地域住民を含む諸利害関係者の意思が

投影されていく統治過程である。すると，ガバナンスの概念は新しいもの

でないかもしれない。ただし，地域社会の統治構造に関する内部の力学関

係を考察することによって，従来のガバナンス議論において政治的な要素

を強化することが可能であろう。すなわち，現在の地域政治社会のガバナ

ンスに対する理解を深めながら，「旧ガバナンス」の変化を探求すること

が NPM型ガバナンスや官民協力としてのガバナンスに加えてガバナンス

研究の質を高めるのに貢献できると思われる。

上記の問題意識に基づいて本稿の目的をまとめると，ローカル・ガバナ

ンス構造に対する二元代表制の党派的特性の影響を検証することとなる。

検証方法に関しては，二つの県から得られたデータを用いてネットワーク

分析を試みる。具体的には，神奈川県と福井県において各県の政策過程に

関わっている各アクター間の相互関係を比較した上で，「首長中心型の利

益集約・収斂構造」が，二元代表制の党派的特性が異なる状況をもつ神奈

川県と福井県においても看取できるかを検討することにしたい。

�．分析対象とデータの説明

本稿の分析対象となる自治体は，神奈川県と福井県である。両県の共通

点は，知事が２００３年知事選で当選されて現在２期目となっており，両県

の知事の目指す県政運営は地域社会全体にある程度定型化されているとこ

ろである。それに対して相違点としては，都市部と地方部という地域特性

もあるが，本稿の関心である二元代表制の党派的特性からすれば，知事と

議会の関係において大きな違いを有している。神奈川県の松沢成文知事

は，２００３年の知事選において政党の推薦を受けず，無党派層の支持を集

めて自民，公明，保守の政権与党が推薦した候補者を破って当選された。

当選後，多数野党の自民党が対決姿勢を鮮明にすることにより，県政運営

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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において県議会との対立もしくは緊張関係が特徴付けられる。一方，福井

県の西川一誠知事は，２００３年の知事選で自民，民主，公明，社民，保守

新党の与野党相乗りの上に，連合福井からも推薦を受けて当選された。つ

まり，知事は議会の協力関係を維持しながら，安定的な県政運営を行える

環境を保つといえる。

また，両県の県議会における政党・会派別の議席率をみると，現在，神

奈川県（定数１０７人のうち，現議員数１０３人）では自民党が３８．８％，民

主党・かながわクラブが３３．０％で最も高く，公明党（１１．７％），県政会

（９．７％），市民の党（１．９％）が議会議席を占めている。その他では，共産

党，神奈川ネット，市民町民議員の会，ルネッサンス２１，社民・未来な

どが一人の議員を有している。これに対して福井県の県議会の場合（定数

４０人のうち，現議員数３８人），自民党議員が７１．１％を占め圧倒的な優位

を占める。その他の政党・会派は，県民連合が（民主党）１３．２％，一志会

が１０．５％であり，公明党（１人），無所属（１人）が議席を有している。

このように，県議会の議席からしても神奈川県と福井県はかなり異なる状

況に置かれている。無党派知事に加えて自民党と公明党が多くの議席をし

めながら，民主党など国政政党以外にも地域政党が多く存在する神奈川県

は，一体的な議会運営が難しく，知事と議会における複雑な関係を示す。

それに対して，県議会において自民党が絶対多数を占める福井県は，一体

的な議会運営が容易であるとともに与野党相乗り知事が加えて融和的な県

政運営が可能であると考えられる。

こうした両県における二元代表制の党派的特性は，果たしてそれぞれの

ガバナンス構造にいかなる影響を与えているだろうか。そこで，知事と議

会の党派的関係によるローカル・ガバナンス構造を分析するため，本稿で

は自治体の政策過程に関わる各アクター間で行われる「接触」，「情報の提

供・交換」に着目することにする。つまり，自治体の関係者を含めて地域

社会に分散されている諸団体が自らの仕事（事務，事業，政策など）の遂

行のため，どのようなアクター（団体）と接触し情報の提供・交換を行っ
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て，自治体の政策過程に対して自らの選好・利益を実現しようとするかを

検討することにより，当該地域社会の意思決定構造もしくは利益表出・集

約過程を考察していきたい。

本稿で用いられるデータは，慶應義塾大学グローバル COEプログラム

「市民社会におけるガバナンスの教育研究」が２００９年１月１３日から３月

１６日まで神奈川県と福井県を対象として行った「平成２０年度全国ガバナ

ンス市民意識調査」データである。調査対象は，知事，県議会議長，県議

会議員，県庁課長以上職員（出先機関を除く），市町村長，市町村議会議

長，市町村議会各会派代表，市町村行政職員（財政課長，政策課長，福祉

課長，まちづくり担当課長，環境担当課長），NPO団体，NPO以外民間団

体であり，全体回収率については神奈川県が４２．７％，福井県が５０．８％で

ある
�
。

また，上記の調査についてご協力を下さった自治体の関係者と団体の関

係者の方々とともに，調査データの使用についてご許可を下さった慶應義

塾大学グローバル COEプログラム「市民社会におけるガバナンスの教育

研究」には，ここに記して感謝の意を表したい。

�．ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分
析

１．政策決定過程における影響力構造

地域社会の権力構造論（CPS，Community Power Structure）では，地域

社会に対して強い影響力を持つ主要なアクターは存在するか，もしも存在

するならば，誰かといった地域社会における権力の所在が検討された。つ

まり，地域社会の意思決定に対して「誰が支配するか」という問いであっ

て，F.ハンター（F. Hunter１９５３），R.ダール（R. Dahl１９６１）などの研究

を言及する必要もなくよく知られた。その中で，地域社会における支配者

が存在するかというエリート主義と多元主義の論争とは別に，影響力の測

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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定に関わる方法論も論じられた。たとえば，ハンターの「声価法」は，地

域社会の合意形成において他より大きな影響力をもつものと，そうでない

ものが存在するという前提で，地域社会の有力者による影響力構造の評価

である。これに関しては，非調査者の主観によって取り上げられた少数の

有力者が果たして実際の権力者であるか，地域社会における争点ごとに有

力者が異なるなど，影響力の測定に関する主観性，抽象性が批判の対象と

なった。しかしながら，こうした影響力の評価は様々な問題を抱えている

にもかかわらず，現在自治体の政策決定過程に関わる研究では多く利用さ

れていることも事実である。たとえば，自治体の意思決定を考察する際，

自治体の関係者（首長，議員，職員）に対するアンケート調査による自治

体の政策過程に関わる諸アクターの影響力評価は，多く愛用される。（村

松・伊藤，１９８６；小林・新川・佐々木・桑原，１９８７；酒井，１９９９；小林・

中谷・金，２００８）。自治体の政策決定過程に対するこれらの研究が挙げた

影響力主体は，自治体の関係者だけでなく国，地域経済団体，市民団体，

地域メディアなど多岐にわたっているが，調査対象のレベル（広域か基礎

か）に関わらず，最も影響力を有しているのは知事，市町村長である。こ

の結果は，実質的な影響力はともかく，制度上の大きな権限をもち最終的

な決定権を行使するのが首長であろうという非調査者の認識が反映された

ものである。また，こうした従来の調査結果は，本稿で用いられる調査デ

ータにおいてもみてとれる。

本調査データの対象となるアクターは，前述したように，知事，県議会

議長，県議会議員，県庁課長以上職員，市町村長，市町村議会議長，市町

村議会各会派代表，市町村行政職員，NPO団体，NPO以外民間団体のう

ち経済団体，労働団体などの１１アクターである
�
。上記のアクターに対し

て，「貴自治体において新しい政策を立案・決定する際，次の人・機関・

団体はどの程度影響力があると思いますか」という質問項目を設けて尋ね

た結果，神奈川県が３．０９，福井県が３．０６で両県ともに知事が全体平均点

として最も高い
�
（表１）。
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それに続いて県議会議員（神奈川：２．９２，福井：２．８５），地域メディア

（神奈川：２．８６，福井：２．７０），県各担当局部（神奈川：２．８６，福井：２．６７）

が高く評価されており，両県において共通的である。その次にランクされ

るのが神奈川県では県政策局部（２．７９），市町村局部（２．７３），市町村長

（２．６６），県総務局部（２．６３）などであり，福井県では県総務局部（２．６３），

県政策局部（２．６３），県議会議長（２．５４），市町村長（２．５２）などである。

神奈川県 福井県

知事 ３．０９ 知事 ３．０６

県議会議員 ２．９２ 県議会議員 ２．８５

地域メディア ２．８６ 地域メディア ２．７０

県各担当局部 ２．８６ 県各担当局部 ２．６７

県政策局部 ２．７９ 県総務局部 ２．６３

市町村局部 ２．７３ 県政策局部 ２．６３

市町村長 ２．６６ 県議会議長 ２．５４

県総務局部 ２．６３ 市町村長 ２．５２

経済団体 ２．５１ 中央省庁 ２．５０

中央省庁 ２．５０ 国会議員 ２．４５

NPO ２．４５ 市町村局部 ２．３４

県議会議長 ２．４１ 経済団体 ２．３３

国会議員 ２．３９ 町内会 ２．１６

町内会 ２．３６ 農業団体 ２．０８

市民運動 ２．１８ 中央政党 ２．０４

中央政党 ２．１７ 金融団体 ２．０３

医療団体 ２．１７ 市民運動 １．９２

労働団体 ２．１６ NPO １．８９

農業団体 ２．１６ 市町村議会議員 １．８１

市町村議会議員 ２．０９ 労働団体 １．８１

大企業 ２．０７ 医療団体 １．７７

金融団体 ２．０３ 市町村議会議長 １．７６

市町村議会議長 １．９０ 大企業 １．７０

弁護士 １．８５ 同窓会 １．７０

同窓会 １．６０ 弁護士 １．５４

表１ 神奈川県と福井県における影響力のあるアクター

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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この調査結果からすれば，影響力の順位においては多少相違が見られるも

のの，両県における上位の影響力主体が県関係者と県内の市町村関係者で

あることは変わらない。自治体関係者以外の中央省庁，NPO，民間団体な

どをみると，神奈川県の場合，経済団体と中央省庁，NPOが中間層を形

成する一方，福井県では中央省庁，国会議員，市町村局部が位置される。

さらに，その次となるアクターをみると，大きな相違がみられる。

いずれにしても，両県の政策決定過程に関わっているアクターによる評

価では知事，県議会議員，県の執行部が県の政策決定を行っていることが

みてとれる。また，こうした結果は，従来の研究においても見受けられた

ものであり，今後の調査においてもそれほど変動が見られない
�
。しかし，

政策決定過程における影響力を検討する目的は，「意思決定の最終的な結

果」に対する権力ないし影響力の所在にも関心をもつが，むしろ「最終決

定者が下す決定に至るまでの過程」においてどのようなアクターが関わっ

て，決定者までの主たる経路とは何かであろう。このことは，首長を頂点

とするピラミッド構造の執行部と議決機関である地方議会に対してどのよ

うに地域社会の諸利益が伝達・集約されるか，また集約された利害は自治

体の中でどのように調整されるか，その後政策執行段階においてより効果

的な政策目標の実現のため，どのようなアクターが関わるかなどであり，

まさに「ガバナンスの様態」である。

したがって，本稿では上記の影響力構造の下で，各アクター間の関係に

注目した上で，知事と議会に対する他のアクターの行動（「接触」と「情

報の提供・交換」）を考察することにする。表１の集計結果からすれば，

知事の影響力が最も高く評価されているので，行政職員を含む地域社会の

諸アクターからの接触・情報は，知事に最も集中されると予想されるが，

果たしてこうした首長中心型の利益集約・収斂構造は両県において同様で

あろうか。また，個別利益の政策選好をもつ地方議員と個別利益を抱えて

いるそれぞれアクター間における利害合致は，双方間の接触・情報交換を

より活発にさせるだろう。この行動パターンは，果たして両県においても
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同様であろうか。

そこで，本稿の分析では各アクター間で行われる接触と情報の提供・交

換を包括的に検討するために，ネットワーク分析
�
を用いることにする。

ネットワーク分析は，アクター間もしくは組織間の関係に重点を置きなが

ら，その構造やネットワークの特徴を観察する実証的な分析ツールであ

る。そこで，「関係」への重点というのは，各アクターの身分，地位など

の属性による分析（属性主義）
�
でなく，各アクター間の紐帯（絆）を定量

化して，全体の構造を観察することを指す。したがって，ネットワーク分

析においてよく用いられる概念が中心性（centrality）である。ネットワー

ク分析では，あるネットワークにおいて他者との関わりあいが比較的に活

発なアクターをネットワークの中心的なものとし，他者に大きな影響力を

与えるとする
�
。すなわち，多くの紐帯をもつアクターは，ネットワークの

中で中心的なものでありながら，影響力を行使しやすいのである。以下で

は，ネットワーク分析に関わる主な概念を簡単に紹介した上で，神奈川県

と福井県に対するネットワーク分析を行うことにしたい。

２．ネットワーク分析の主な概念

ネットワーク分析のメリットは，あるネットワークにおけるアクター間

の関係を統合的に考察することができること以外にも，各アクター間の紐

帯をグラフ化することにより，アクター間の関係について視覚化が実現で

きる点である。そこで，ネットワークのグラフにおける点（アクター）は

ノード（node）と呼ばれ，各ノードに接続している線の数を次数（degree）

という。また，ネットワーク内におけるアクターの中心性は，行為者の法

的・制度的に規定される名義的な雇用関係や権力関係でなく，単純に行為

者間に存在する関係パターンのみによって測られ，中心性の程度は行為者

間における紐帯の数，強さ，方向，連結の型によって規定される
�
。中心性

を測る指標としては，次数（degree），近接性（closeness），媒介性

（betweenness）などがある
�
。
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まず，ネットワークの中心性分析において最も単純な中心性の指標が

「次数」である。次数はアクターと他のアクターとの連結数（アクターの

活動量）を示すので，次数が多いほど，中心的であると解釈できる。また，

関係において方向性がある場合（有向グラフ），出次数（out-degree）と入

次数（in-degree）によって，各アクターが他のアクターとの関係において

「発信源」もしくは「受け手」となるかを検討する。

それに対してアクター間の「距離」に基づく中心性の指標が「近接性」

であり，ネットワーク内のすべての行為者が互いに到達するために必要な

最短距離の合計との相対比率によって決定される。つまり，近接性の指標

においては，ネットワークの中に存在するどの人にも，最短経路でメッセー

ジを伝達しうる人が最も中心的な人である。

また，行為者がどの程度，ネットワーク内で人々の関係を媒介している

のかを示す指標が「媒介性」である。ネットワークの中で，誰か一人がい

なければ情報が伝わらないといった「核」となる行為者がいる場合，その

人が最も中心的であるという考え方である。つまり，媒介性はアクター間

の関係維持において必須的なアクターの位置特性を示すものであり，潜在

的な情報統制力や関係の切断力を有しているアクターは誰かに関係する。

以上のように，ネットワークにおける中心性は多様な視点から把握で

き，それぞれの特性を用いてネットワークにおける中心的なアクターを見

出せる。

３．ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造

上述したように，本稿の目的は，自治体の政策過程に関わる各アクター

間で行われる「接触程度」と「情報の提供・交換」に着目し，ネットワー

ク分析を行うことにより，二元代表制の党派的特性とローカル・ガバナン

ス構造の関係を解明することである。そこで，ネットワーク分析の結果を

検討する前に，ネットワーク分析に用いられた本稿のデータについて説明

したい。

一
二
四

－６１－ ３０－３・４－２２２（香法２０１１）



調査データは，自治体関係者として県関係者（知事，県議会議長，県議

会議員，県政策局部職員，県総務局部職員，県各担当局部職員）と市町村

関係者（市町村長，市町村議会議長，市町村議会議員，市町村各担当局部

（課）職員）以外に，NPO団体，経済団体，労働団体から回収されたもの

である。また調査票に取り上げられたのは，表１のように上記の調査対象

者以外，中央省庁，国会議員，政党，大企業などの２６アクターである。

したがって，相互評価の行列データは，２６アクターの相互評価のデータ

ではなく，非対称的なものである。すわなち，２６アクターに対する評価

データは調査対象者から回収されたものであるので，調査対象者でないア

クターや未回収のアクターによる相手の評価データは欠損値となる。さら

に，議会議員，行政職員，NPO団体，経済団体，労働団体のデータは複

数の回答者から得られたもので，分析上ではそれぞれの平均値が用いられ

る
�
。

以下では，次数，近接性，媒介性による中心性分析に基づきながら，神

奈川県と福井県に対するネットワーク分析を進めていきたい。

� 「接触程度」と「情報提供・交換」に対する各アクターの平均値

そこで，各アクター間における相互評価の平均値を検討すれば，まず，

「自身から他アクターへの接触程度と情報提供・交換程度」（表２）では，

神奈川県と福井県の知事が最も平均値が高い。すなわち，各アクターに対

して知事は，他のアクターよりも活発に接触，情報提供・交換を行ってい

る。

神奈川県の知事の場合，自分を除くすべてのアクターに対する接触程度

が３．３８であり，情報提供・交換程度が３．５０である。さらに，福井県の知

事も，神奈川県の知事に比べて値が小さいものの，他アクターに対する接

触程度が３．０８であり，情報提供・交換程度が３．２１となり，福井県内の他

アクターより最も高い。その次に高い平均値を示すのは，市町村長であ

る。接触程度と情報提供・交換に対して神奈川県の市町村長は，それぞれ

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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２．６２，２．６０であり，福井県の市町村長は２．７８，２．４３である。これに対し

て，県議会議員の場合，両県ともに，２．２から２．６の平均値を示し上記の

首長（知事と市町村長）に比べて他アクターへの接触ないし情報提供・交

換程度が小さいことが明らかになった。ただし，福井県の県議会議長が知

神奈川県 福井県

接触程度 情報提供・交換 接触程度 情報提供・交換

知事 ３．３８ ３．５０ ３．０８ ３．２１

県議会議長 － － ３．００ ３．０９

県議会議員 ２．５５ ２．３８ ２．２３ ２．２４

県総務局部 １．９０ １．９４ １．８７ １．８６

県政策局部 １．９０ １．９４ ２．１２ ２．０１

県各担当局部 １．９０ １．９４ １．９１ １．８８

市町村長 ２．６２ ２．６０ ２．７８ ２．４３

市町村議会議長 ２．３７ ２．２８ ２．０２ １．６７

市町村議会議員 ２．１４ ２．０３ １．９５ １．８８

市町村局部 １．７５ １．６６ １．８６ １．８６

中央省庁 － － － －

国会議員 － － － －

中央政党 － － － －

労働団体 ２．２８ ２．１５ １．９１ １．７７

農業団体 － － － －

経済団体 ２．１６ １．９５ ２．０４ １．９６

大企業 － － － －

地域メディア － － － －

NPO １．６６ １．５８ ２．０４ １．９０

市民運動 － － － －

弁護士 － － － －

医療団体 － － － －

金融団体 － － － －

町内会 － － － －

同窓会 － － － －

全体平均 ２．２２ ２．１６ ２．２２ ２．１４

表２ 「自身から他アクターへの接触程度と情報提供・交換程度」の平均
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事に続いて他アクターへの接触と情報提供・交換を行っている
�
。

また，行政職員の場合，県と市町村を問わず，他のアクターに対する接

触と情報提供・交換がそれほど活発でない。県職員は１．８－２．１の平均値

を示し，市町村職員も１．６－１．８の平均値を示した。

それに対して，労働団体，経済団体，NPO団体をみると，神奈川県にお

ける労働団体と経済団体は，福井県のそれぞれの団体に比べて他アクター

への接触と情報提供・交換を行っていることが明らかになった。一方，福

井県の NPO団体は他アクターへの接触程度が２．０４，情報提供・交換が

１．９０であり，神奈川県の NPO団体より高い平均値を示す。

「自身から他アクターへの接触程度と情報提供・交換程度」は，他アク

ターに対するアプローチ量であり，いわゆる自らの評価に基づく活動量を

示すものである。しかしながら，データ上では，調査対象となっていない

アクターが多く，アクター間の比較範囲が限られる。そこで，逆のベクト

ルとして「他アクターから自身への接触程度と情報提供・交換」を集計し

てみると，表３のとおりである。

「他アクターから自身への接触程度と情報提供・交換」の平均では表２

の「自身から他アクターへの接触程度と情報提供・交換程度」の結果と違っ

て，「接触程度」においては，神奈川県では県各担当部局が２．８０，県議会

議員が２．７９で最も高い値を示し，福井県では県議会議員が２．８０，県各担

当部局が２．７３で最も高い。すなわち，両県において県各担当部局と県議

会議員が他のアクターによる接触が多いのである。また，「情報提供・交

換」においては，神奈川県において県各担当局部（２．７２），県議会議員

（２．６９），地域メディア（２．６９）などが，福井県において県各担当局部

（２．７５），県議会議員（２．６９），県政策局部（２．６４）などが高い平均値を示

し，他のアクターからの多くの情報を受けながら，他のアクターとの情報

交換を行っていることがみてとれる。

そこで，本稿では，「他アクターから自身への接触程度と情報提供・交

換」の値を用いてネットワーク分析を行うことにしたい。さらに，アクター

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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間における接触と情報提供・交換の程度に対しては強度を制限して紐帯を

データ化することにする。各アクターに対する「接触程度と情報提供・交

換」のデータは，４点尺度として測られたので，２点以下の値は接触と情

報提供・交換をあまり行っていないことになる
�
。したがって，表３におけ

神奈川県 福井県

接触程度 情報提供・交換 接触程度 情報提供・交換

知事 ２．２７ ２．４６ ２．４７ ２．６０

県議会議長 １．８０ １．８７ ２．１６ ２．２０

県議会議員 ２．７９ ２．６９ ２．８０ ２．６９

県総務局部 ２．３０ ２．３５ ２．５６ ２．６２

県政策局部 ２．５２ ２．５４ ２．５５ ２．６４

県各担当局部 ２．８０ ２．７２ ２．７３ ２．７５

市町村長 ２．３７ ２．３４ ２．４９ ２．５１

市町村議会議長 １．７１ １．６９ １．９２ １．６９

市町村議会議員 ２．０６ １．９６ ２．０７ １．８６

市町村局部 ２．５９ ２．６８ ２．５４ ２．４５

中央省庁 ２．２１ ２．０９ ２．３２ ２．１３

国会議員 ２．２１ ２．０８ ２．４６ ２．１６

中央政党 １．９７ １．８７ １．９７ １．９０

労働団体 ２．１４ ２．０８ １．７４ １．６５

農業団体 ２．０３ １．９７ １．８２ １．９１

経済団体 ２．５１ ２．３８ ２．５４ ２．２９

大企業 ２．００ １．８５ １．７３ １．５１

地域メディア ２．６５ ２．６９ ２．６４ ２．５８

NPO ２．５１ ２．３４ ２．１６ １．８１

市民運動 ２．１０ １．９９ １．９９ １．８９

弁護士 １．７３ １．６０ １．４３ １．４８

医療団体 ２．０２ １．９５ １．７７ １．８１

金融団体 ２．０７ １．９２ １．９５ ２．０３

町内会 ２．３７ ２．３１ ２．４６ ２．２８

同窓会 １．６０ １．５３ １．９６ １．７５

全体平均 ２．２１ ２．１６ ２．２１ ２．１３

表３ 「他アクターから自身への接触程度と情報提供・交換」の平均
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る各アクターの平均値の中で最も高い値を基準とし，基準値を上回ってい

る場合は「１」，そうでない場合は「０」にして紐帯の有無を判定する。具

体的に，「接触程度」では，両県において「県各担当局部」と「県議会議

員」の２．８０であるので，基準値とする。また，「情報提供・交換」に対し

ては，両県の「県各担当局部」がそれぞれ２．７２と２．７５であるので，２．７０

を基準値とする。

� 中心性によるネットワーク分析

まず，次数による中心性分析からすれば，どのアクターが最も紐帯を

もっているだろうか。上述したように，本稿では「他アクターから自身へ

の接触程度と情報提供・交換」のデータを用いて，入次数（in-degree）を

中心として分析を進めていく。

入次数による中心性分析を行った結果（表４），影響力による集計結果

と違って神奈川県と福井県の相違がみられた。まず，「接触程度」から検

討していくと，神奈川県では「県議会議員」が他アクターから最も接触さ

れていることが明らかになった。その次には，「県各担当部局」（０．２９２），

「町内会」（０．２５０），「県政策局部」（０．２０８），「市町村議会議員」・「市町村

局部」・「国会議員」（０．１６７）などが多く接触されている。それに対して福

井県の場合，「県各担当局部」が最も接触されており，「県議会議員」・「県

政策局部」・「町内会」（０．２０８），「知事」・「県総務局部」・「中央省庁」・「国

会議員」・「地域メディア」（０．１６７）などが続いている。すなわち，県担当

局部と県議会議員は，いずれの県においても高い中心性を示し，他アクター

から多く接触されている。その一方，注意を引くのが両県における知事の

中心性である。神奈川県における知事の中心性は低く（０．０４２），県議会議

員に比べて劣る。これに対して福井県における知事の中心性は，県議会議

員に比べて低いものの，上位にランクされる。

これらの結果は，単なる接触よりも接触の質が含まれる「情報提供・交

換」においてより明らかになる。神奈川県では「県議会議員」（０．３３３）が

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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他アクターから多くの情報提供を受けているが，知事の中心性は０．１６７で

高くない。それに対して福井県では，情報提供・交換において「知事」

（０．２５０）が中心的なアクターであり，県議会議員の中心性は０．１６７で高く

なく，神奈川県と対比される。一方，両県の「県各担当局部」と「県政策

局部」は，「接触程度」における中心性と同様に，「情報提供・交換」にお

接触程度 情報提供・交換

神奈川県 福井県 神奈川県 福井県

県議会議員 ０．３３３ 県各担当局部 ０．２５０ 県議会議員 ０．３３３ 知事 ０．２５０

県各担当局部 ０．２９２ 県議会議員 ０．２０８ 県各担当局部 ０．２５０ 県政策局部 ０．２５０

町内会 ０．２５０ 県政策局部 ０．２０８ 県政策局部 ０．２０８ 県各担当局部 ０．２５０

県政策局部 ０．２０８ 町内会 ０．２０８ 市町村局部 ０．２０８ 県総務局部 ０．２０８

市町村議会議員 ０．１６７ 知事 ０．１６７ 町内会 ０．２０８ 地域メディア ０．２０８

市町村局部 ０．１６７ 県総務局部 ０．１６７ 知事 ０．１６７ 町内会 ０．２０８

国会議員 ０．１６７ 中央省庁 ０．１６７ 県総務局部 ０．１６７ 県議会議員 ０．１６７

県総務局部 ０．１２５ 国会議員 ０．１６７ 市町村議会議員 ０．１６７ 市町村局部 ０．１６７

地域メディア ０．１２５ 地域メディア ０．１６７ 国会議員 ０．１６７ 県議会議長 ０．１２５

市町村長 ０．０８３ 市町村局部 ０．１２５ 地域メディア ０．１６７ 国会議員 ０．１２５

中央政党 ０．０８３ 経済団体 ０．１２５ 市町村長 ０．０８３ 農業団体 ０．１２５

経済団体 ０．０８３ 県議会議長 ０．０８３ 農業団体 ０．０８３ 経済団体 ０．１２５

大企業 ０．０８３ 市町村長 ０．０８３ 経済団体 ０．０８３ 市民運動 ０．１２５

NPO ０．０８３ 市町村議会議長 ０．０８３ 大企業 ０．０８３ 市町村長 ０．０８３

医療団体 ０．０８３ 市町村議会議員 ０．０８３ 医療団体 ０．０８３ 中央省庁 ０．０８３

金融団体 ０．０８３ 中央政党 ０．０８３ 県議会議長 ０．０４２ 中央政党 ０．０８３

知事 ０．０４２ 農業団体 ０．０８３ 市町村議会議長 ０．０４２ 医療団体 ０．０８３

県議会議長 ０．０４２ NPO ０．０８３ 中央省庁 ０．０４２ 金融団体 ０．０８３

市町村議会議長 ０．０４２ 市民運動 ０．０８３ 中央政党 ０．０４２ 市町村議会議長 ０．０４２

中央省庁 ０．０４２ 同窓会 ０．０８３ 労働団体 ０．０４２ 市町村議会議員 ０．０４２

労働団体 ０．０４２ 労働団体 ０．０４２ NPO ０．０４２ 労働団体 ０．０４２

農業団体 ０．０４２ 大企業 ０．０４２ 市民運動 ０．０４２ 大企業 ０．０４２

市民運動 ０．０４２ 医療団体 ０．０４２ 弁護士 ０．０４２ NPO ０．０４２

弁護士 ０．０４２ 弁護士 ０．０００ 金融団体 ０．０４２ 弁護士 ０．０４２

同窓会 ０．０００ 金融団体 ０．０００ 同窓会 ０．０００ 同窓会 ０．０４２

�
表４ 入次数による中心性分析の結果（入次数割合）
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いても上位にランクされた。その他，神奈川県では，「市町村局部」・「町

内会」（０．２０８），「県総務局部」・「市町村議会議員」・「国会議員」・「地域メ

ディア」（０．１６７）が上位部を占めている。また，福井県では「地域メディ

ア」・「町内会」（０．２０８），「市町村局部」（０．１６７），「県議会議長」・「国会議

員」（０．１２５）などが続く。

続いて，上記の入次数による中心性分析の結果をグラフ化してみると，

図１から図４（本稿８３－８６頁）のようになる。図１から図４までのグラ

フでは，上段に位置するのがネットワークにおける各アクター間の関係を

示すものであり，下段の円グラフは，ネットワーク内の中心性によるアク

ターの位置を示したものである。

まず，「接触程度」において神奈川県の場合，「県議会議員」が最も中心

的なアクターとして，「知事」，「県各担当局部」，「県政策局部」，「県総務

局部」などの県の行政部から接触を受けながらも，「市町村長」，「市町村

議会議長」，「労働団体」などからも接触を受けていることがみてとれる。

それに対して神奈川県の知事は，他アクターへの接触活動（出次数）が活

発であるが，逆の方向では「県各担当局部」や「県政策局部」などの行政

職員による接触が多い。また，「県各担当局部」は「知事」，「県議会議員」，

「県総務局部」，「市町村局部」，「経済団体」などから接触を受けている。

こうした結果を下段の円グラフ化すると，「県議会議員」が最も中心的な

位置を占め，その周りに「県各担当局部」，「町内会」などが位置するので

ある。

一方，福井県では，「各担当局部」が最も中心的なアクターとして「知

事」，「県議会議長」，「県議会議員」，「市町村長」，「経済団体」から接触を

受けている。また，「県議会議員」は，「知事」，「県議会議長」，「県政策局

部」，「市町村長」から受けており，「知事」は「県総務局部」や「県政策

局部」だけでなく，「県議会議長」からも接触されている。したがって，

円グラフにおいても，「県担当局部」，「県議会議員」，「県政策局部」など

が中心部に位置するようになる。次に，「情報提供・交換」についてみる

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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と，「県議会議員」が，「接触程度」と同様に「知事」，「県各担当局部」，「県

政策局部」，「県総務局部」，「労働団体」などから多くの情報を受けてお

り，他アクターより中心的な位置を占めている。これに対して福井県の場

合，「接触程度」の結果と違って，「知事」が情報の中心を占める。

また，こうした知事と県議会議員に対する両県の相違は，その他「近接

接触程度 情報提供・交換

神奈川県 福井県 神奈川県 福井県

県議会議員 ０．３３６ 県各担当局部 ０．２４２ 県議会議員 ０．３３３ 地域メディア ０．２７８

県各担当局部 ０．３３６ 町内会 ０．２４２ 県各担当局部 ０．２５０ 町内会 ０．２６０

町内会 ０．３１６ 県政策局部 ０．２１４ 県政策局部 ０．２０８ 知事 ０．２５５

県政策局部 ０．２８０ 県議会議員 ０．２１４ 市町村局部 ０．２０８ 県政策局部 ０．２５５

国会議員 ０．２５０ 市町村局部 ０．２０８ 町内会 ０．２０８ 県各担当局部 ０．２５５

市町村局部 ０．２４０ 地域メディア ０．２０５ 知事 ０．１６７ 市町村局部 ０．２４１

市町村議会議員 ０．２２９ 中央省庁 ０．１８６ 県総務局部 ０．１６７ 県総務局部 ０．２２７

NPO ０．２２９ 国会議員 ０．１７８ 市町村議会議員 ０．１６７ 国会議員 ０．２１１

県総務局部 ０．２１９ 知事 ０．１６７ 国会議員 ０．１６７ 市民運動 ０．２０５

地域メディア ０．１３３ 県総務局部 ０．１６７ 地域メディア ０．１６７ 県議会議員 ０．２０４

中央政党 ０．０９５ 経済団体 ０．１４６ 市町村長 ０．０８３ 農業団体 ０．１９０

大企業 ０．０９５ 同窓会 ０．１４０ 農業団体 ０．０８３ 県議会議長 ０．１８６

金融団体 ０．０９５ 県議会議長 ０．１３６ 経済団体 ０．０８３ 中央省庁 ０．１７８

経済団体 ０．０９４ 市町村議会議長 ０．１３６ 大企業 ０．０８３ 中央政党 ０．１７８

医療団体 ０．０９４ 中央政党 ０．１３６ 医療団体 ０．０８３ 医療団体 ０．１７８

市町村長 ０．０８３ 農業団体 ０．１３６ 県議会議長 ０．０４２ 金融団体 ０．１７８

県議会議長 ０．０６３ 市民運動 ０．１３６ 市町村議会議長 ０．０４２ 経済団体 ０．１７０

中央省庁 ０．０６３ 市町村議会議員 ０．１３６ 中央省庁 ０．０４２ 市町村議会議長 ０．１６７

労働団体 ０．０６３ NPO ０．１３６ 中央政党 ０．０４２ 市町村議会議員 ０．１６７

農業団体 ０．０６３ 労働団体 ０．１２８ 労働団体 ０．０４２ 労働団体 ０．１６７

市民運動 ０．０６３ 大企業 ０．１２８ NPO ０．０４２ 大企業 ０．１６７

弁護士 ０．０６３ 市町村長 ０．１１５ 市民運動 ０．０４２ NPO ０．１６７

知事 ０．０５６ 医療団体 ０．１１３ 弁護士 ０．０４２ 弁護士 ０．１６７

市町村議会議長 ０．０５６ 金融団体 ０．０００ 金融団体 ０．０４２ 市町村長 ０．１５７

同窓会 ０．０００ 弁護士 ０．０００ 同窓会 ０．０００ 同窓会 ０．１４０

表５ 近接性による中心性分析の結果
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性」と「媒介性」による中心性分析の結果においてもそれほど変わらない。

神奈川県に対する「近接性」による中心性分析では，「接触程度」と「情

報提供・交換」において「県議会議員」の中心性が最も高い（０．３３６と

０．３３３）。つまり，他のアクターを経由せずに，多くのアクターと県議会の

議員の間に接触・情報提供（交換）が行われている。一方，福井県では「接

接触程度 情報提供・交換

神奈川県 福井県 神奈川県 福井県

県議会議員 ０．０７３ 知事 ０．０９１ 知事 ０．２２９ 知事 ０．１７０

県各担当局部 ０．０３７ 県政策局部 ０．０７９ 県議会議員 ０．０９１ 県政策局部 ０．０４７

知事 ０．０３３ 県議会議長 ０．０４１ 県各担当局部 ０．０６６ 県議会議長 ０．０３１

市町村長 ０．０２８ 県議会議員 ０．０３９ 県政策局部 ０．０３２ 県各担当局部 ０．００５

市町村局部 ０．０１６ 県各担当局部 ０．００７ 県総務局部 ０．０３０ 市町村局部 ０．００２

経済団体 ０．００４ 市町村議会議員 ０．００２ 市町村長 ０．０２９ 県議会議員 ０．００２

県総務局部 ０．００３ 市町村長 ０．００１ 経済団体 ０．００３ 市町村長 ０．００１

県政策局部 ０．００３ 経済団体 ０．００１ 市町村議会議員 ０．００１ 県総務局部 ０．０００

NPO ０．００２ NPO ０．００１ 県議会議長 ０．０００ 市町村議会議長 ０．０００

市町村議会議員 ０．００１ 県総務局部 ０．０００ 市町村議会議長 ０．０００ 市町村議会議員 ０．０００

県議会議長 ０．０００ 市町村議会議長 ０．０００ 市町村局部 ０．０００ 中央省庁 ０．０００

市町村議会議長 ０．０００ 市町村局部 ０．０００ 中央省庁 ０．０００ 国会議員 ０．０００

中央省庁 ０．０００ 中央省庁 ０．０００ 国会議員 ０．０００ 中央政党 ０．０００

国会議員 ０．０００ 国会議員 ０．０００ 中央政党 ０．０００ 労働団体 ０．０００

中央政党 ０．０００ 中央政党 ０．０００ 労働団体 ０．０００ 農業団体 ０．０００

労働団体 ０．０００ 労働団体 ０．０００ 農業団体 ０．０００ 経済団体 ０．０００

農業団体 ０．０００ 農業団体 ０．０００ 大企業 ０．０００ 大企業 ０．０００

大企業 ０．０００ 大企業 ０．０００ 地域メディア ０．０００ 地域メディア ０．０００

地域メディア ０．０００ 地域メディア ０．０００ NPO ０．０００ NPO ０．０００

市民運動 ０．０００ 市民運動 ０．０００ 市民運動 ０．０００ 市民運動 ０．０００

弁護士 ０．０００ 弁護士 ０．０００ 弁護士 ０．０００ 弁護士 ０．０００

医療団体 ０．０００ 医療団体 ０．０００ 医療団体 ０．０００ 医療団体 ０．０００

金融団体 ０．０００ 金融団体 ０．０００ 金融団体 ０．０００ 金融団体 ０．０００

町内会 ０．０００ 町内会 ０．０００ 町内会 ０．０００ 町内会 ０．０００

同窓会 ０．０００ 同窓会 ０．０００ 同窓会 ０．０００ 同窓会 ０．０００

表６ 媒介性による中心性分析の結果

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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触程度」において「県担当局部」（０．２４２）が，「情報提供・交換」におい

て「地域メディア」（０．２７８）が他アクターより中心性が高い。また，「情

報提供・交換」に対する知事の中心性をみると，神奈川県の知事に比べて

福井県の知事の方が他のアクターを媒介せずに情報の提供・交換を受けて

いることが明らかになった。

次に，「媒介性」による中心性分析の結果をみると，「接触程度」では他

の中心性パターンに近い。これに対して，「情報提供・交換」においては

両県共に，知事の中心性が高い。この結果は，県行政職員を媒介して情報

の提供・交換が行われている知事の位置が反映されているだろう。しか

し，「県議会議員」の中心性からすれば，神奈川県の県議会議員が知事に

続いて高い値を示している一方，福井県の県議会議員の中心性は低い。

以上の中心性分析によるネットワーク分析を受けて知事と県議会議員の

関係を中心としてまとめてみると，「接触程度」に対する神奈川県と福井

県のネットワーク構造は，「県議会議員」と「各担当部局」を中心とする

模様を示し，明確な相違がみられない。ただ，「知事」の中心性からすれ

ば，神奈川県に比べて福井県の知事の方が上記の２アクターとともに中心

部に位置しており，こうした結果は「情報提供・交換」に対するネットワー

ク構造において大きな違いをみせる。神奈川県では，「県議会議員」が情

報の中心となり，それとともに「県各担当局部」が地域社会の情報をまと

めている模様である。それに対して福井県では，「知事」と「県担当局部」

に地域社会の情報が集約される。

�．分析結果から得られた知見

上記のネットワーク分析の結果は，地方レベルでいわれてきた「首長中

心型の利益集約・収斂構造」が必ずしもすべての自治体に当てはまるとは

限らないことを示す。そこで，これまでの分析結果を踏まえながら，注目

すべき点について，以下の二点を指摘したい。

一
一
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第一に，「首長中心型の利益集約・収斂構造」における地方議会議員の

活動である。日本の地方制度は，日本の地方自治は二元代表制の法定画一

主義とともに，首長に大きな権限を与える首長主義を採用している。すな

わち，自治体の首長と地方議会議員の双方が，住民の直接選挙によって選

出されるという仕組みが全国の自治体に適用される。さらに，首長の権限

は包括例示主義に基づいて政策・予算の提出権を含む自治体の全般に対す

る権限をもっているのに対して，地方議会の議決事項が制限列挙主義で規

定されていること，予算提出権をもたないことなどが機関対立構造にも関

わらず，「強首長－弱議会」という不均衡を生み出したといわれている。

こうした制度の仕組みは，首長を頂点とする地域利益の集約・収斂構造

をもたらしてきたといわれた。たとえば，佐藤
�
は，戦後日本の政治におい

てとりわけ，革新自治体期において「大衆包括的クライエンテリズム」が

確立されたと指摘した。すなわち，当時公害・都市問題への対応が余儀な

くされた革新自治体期においては，「個別的・パトロネージ型便益」に対

する地方議員の志向にも関わらず，「集合的・ポークバレル型便益」が求

められるようになり，その実現はほとんど首長・行政部の政策案や予算案

に盛り込むことによって可能であった。また，一般住民の場合，「自治会・

町内会」，「役所」という二つの経路を通して身近な地域問題の不満や要求

を伝えており，前者は議会との密着性が高いことから地方議員を，後者は

「自治体行政への直結」という行政職員を経由して首長へ収斂する構造が

出来上がったという。そこで，地方議会議員の活動は，制度的な制約の下

で自らの利益を最大化する方法として地域社会の「お世話役・相談役」に

とどめられた。

しかしながら，本稿の分析結果によれば，従来の「首長中心型の利益集

約・収斂構造」は，地方議会の活動によって相違がみられており，その背

景には二元代表制の党派的特性がある。神奈川県では諸アクターからの「接

触程度」と「情報提供・交換」の中心は県議会議員であることが明らかに

なった。無党派知事を抱えている神奈川県では，県民直結型の知事のパ

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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フォーマンスが県議会に刺激を与えて県議会議員の行動に何らかの影響を

及ぼしたと思われる。それに対して福井県では，相乗り知事の下で，行政

を中心とする利益集約構造をみせる。その中で県議会議員は，知事を頂点

とする行政の周辺にとどまっているのである。この両県における県議会議

員の相違は，他アクターからの「接触程度」と「情報提供・交換」（入次

数）だけでなく，他アクターに対する活動量においても違いが看取でき

る。

表７は，「自身から他アクターへの接触程度と情報提供・交換」（出次

数）による中心性の分析結果である。地域社会に対して最も精力的な活動

量を示しているのは，知事と市町村長であり，両県における相違はない。

これに対して県議会議員は，福井県に比べて神奈川県の議会議員の方が多

い活動量を示しており，神奈川県の中で知事と市町村長の次となる。すな

わち，地域社会に対する「発信源」として議員活動の側面からすれば，神

奈川県の県議会議員が積極的である。こうした活動量の相違は知事と無関

係でないと思われる。たとえば，２００５年に全国都道府県議会議長会事務

局が作成した都道府県議会の議員提出・可決条例（政策条例）をみると（図

５），改革派ともいわれる無党派知事が存在した宮城県，三重県，鳥取

県，高知県などが多いのは単なる偶然ではないだろう。

第二には，二元代表制における行政職員の役割である。神奈川県と福井

県に対するネットワーク分析の結果における共通点は，地域社会に対する

行政職員の高い中心性である。とりわけ，「県担当局部」は，知事，総務・

政策局部，県議会議員，市町村，経済団体などの幅広い他アクターからの

接触・情報提供（交換）を受けていることが明らかになった。このことは，

知事とともに自治体の政策過程において議会との調整活動，市町村を含む

地域との調整活動を行っている県職員の現状を示す。ただ，地域の多様な

アクターから接触・情報を受けたとしても，行政外部に対する県職員の対

応（議会との関係，地域社会との関係など）は別の次元である。すわなち，

様々な経路によって集約・収斂された地域社会の問題に対して行政職員が

一
一
二
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どのように対処していくかは行政職員，自らの役割認知に関わるものであ

る。これについて，神奈川県と福井県における県職員の行動を比較してみ

ると，違いが存在する。表７の出次数による中心性分析の結果では，神奈

川県の「県担当局部」の出次数割合が０．１２５（接触程度），０．１６７（情報提

供・交換）であり，福井県の「県担当局部」が０．０４２，０．１５２である。す

神奈川県 福井県

接触程度 情報提供・交換 接触程度 情報提供・交換

知事 ０．９１７ ０．９５８ ０．８３３ ０．９５８

県議会議長 ０．０００ ０．０００ ０．７５０ ０．６６７

県議会議員 ０．２９２ ０．２５０ ０．０８３ ０．０８３

県総務局部 ０．１６７ ０．１６７ ０．１２５ ０．１２５

県政策局部 ０．１２５ ０．１６７ ０．２９２ ０．２９２

県各担当局部 ０．１２５ ０．１６７ ０．０４２ ０．１２５

市町村長 ０．４１７ ０．３７５ ０．４１７ ０．３７５

市町村議会議長 ０．１６７ ０．１２５ ０．０４２ ０．０００

市町村議会議員 ０．０８３ ０．０８３ ０．１２５ ０．０４２

市町村局部 ０．０８３ ０．０００ ０．０００ ０．０００

中央省庁 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

国会議員 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

中央政党 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

労働団体 ０．１６７ ０．０４２ ０．０００ ０．０００

農業団体 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

経済団体 ０．１６７ ０．０４２ ０．０８３ ０．０８３

大企業 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

地域メディア ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

NPO ０．０４２ ０．０００ ０．０４２ ０．０４２

市民運動 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

弁護士 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

医療団体 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

金融団体 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

町内会 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

同窓会 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

表７ 出次数による中心性分析の結果（出次数割合）

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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都道府県議会議員提出条例（Ｈ11－16：政策条例）

なわち，両県の行政職員は多くの他アクターからの接触・情報を受けてい

るものの，自らの接触・情報提供（交換）では神奈川県の行政職員の活動

量が相対的に多いのである。また，図１－４において「県各担当局部」と

「県議会議員」の関係をみると，福井県では，両者における紐帯を持たず

「県議会議員」から「県政策局部」への一方の紐帯のみ示されている。こ

れに対して神奈川県では両者の関係が双方的紐帯となっており，「県総務

局部」と「県政策局部」においても同様である。さらに，地域社会の他ア

クターに対する両県の行政職員の行動は，当然自らの役割に対する意識と

も関連する。

行政の役割構造について村松
�
は，中央省庁の官僚を対象として行政の役

割が包括的か個別的か，行政主導（主体的）か政治主導（補助的）かによ

り，「社会変革」，「基礎作業」，「利害調整」，「政策実施」といった四つの

カテゴリーを析出した。このカテゴリーは中央省庁の官僚に対する分析枠

図５ 都道府県議会における政策条例

出典：第２８次地方制度調査会第１９回専門小委員会「都道府県議会における議会改革
に関する取組状況」（２００５年４月１５日）より作成
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地域社会の変革

議会や政党の政策実施

行政の役割（職員）

組みとするものであるが，政治・社会に対する行政官僚の役割を把握する

という視点は地方レベルにも適用可能である。そこで，村松のカテゴリー

を援用して「行政の役割」に関して回答された結果をみると，最も多い割

合を示したのは「政治的決定のための基礎作業」であり，その次には「地

域社会の変革」，「利害・意見の対立調整」，「議会や政党の政策実施」が続

いていることが明らかになっており，割合の順からすれば，両県の違いが

みられない。しかし，具体的な割合の数値からすると，各カテゴリーにお

ける割合が両県において異なることがわかる。福井県では「政治的決定の

ための基礎作業」が５３．６％である一方，神奈川県では３７．９％にとどまっ

ており，「地域社会の変革」（３２．６％）と「利害・意見の対立調整」（１８．９％）

などが多い。つまり，神奈川県の行政職員は政治に対して積極的な行政の

役割を求めているといえる。ただ，「政治と行政」の関係に対して自治体

では，国政レベルのように「国会（政党）と行政」もしくは「大臣と行政」

という「行政主導」Vs.「政治主導」という視点と異なるだろう。さらに，

自治体レベルでは，中央省庁のエリート官僚に対する民主的統制を論じな

ければならない状況がそれほどみられない。むしろ，分権時代における自

図６ 「行政の役割」に対する県行政職員の認識

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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治体職員の積極的な役割が強調される。したがって，ここでいう行政の積

極的な役割とは，議会に対する優位性というより地域社会に対する積極性

を示しているかもしれない。また，「政治的決定のための基礎作業」にお

いても議会を念頭においた行政活動というより，行政組織のトップである

知事の政策補佐として認識している行政職員が多いことを示しているだろ

う。これについては，「議会や政党の政策実施」に対して最も少ない割合

を示していることからも裏付けられる。

以上のように，「行政の役割」に対する両県の行政職員の認識では相違

がみられており，その相違は，地域的な特性や知事のリーダーシップ，行

政組織の特性などによるものと考えられるが，それに加えて議会との関係

も考えられる。たとえば，知事と議会の間に対立もしくは緊張関係が存在

する場合，行政職員は知事と議会の調整役割を担当しつつ，政策・予算の

議決を図るだろう。一方，知事と議会においてオール与党体制が形成され

た場合，行政職員の活動は知事の下での「政治的決定のための基礎作業」

にとどまり，あえて議会との調整活動に対して積極的となろうとしない。

したがって，神奈川県と福井県の間，行政職員の行動と意識の違いは二元

代表制の党派的特性と関係ないといえないだろう。

�．結びに代えて

本稿では，二元代表制の党派的特性によって当該地域社会における利

益・利害の集約構造が異なるのではないかという問題意識の下で，神奈川

県と福井県に対するネットワーク分析を行った。その結果，従来いわれて

きた「首長中心型の利益集約・収斂構造」が必ずしも一概にみられないこ

とが明らかになった。また，その背景には二元代表制の党派的特性が位置

する。

一方，本稿の分析結果は，多くの解釈の余地があると思われる。たとえ

ば，神奈川県の県議会議員が地域社会において中心性が高いという結果が
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得られたとしても，それが従来の「個別利益」志向に対する議員の活動が

多いだけかもしれない。また，自民党議員が多数の議席を占める福井県に

比べて神奈川県においては，自民党，民主党などの国政政党以外にも地域

政党も多く存在し，有効政党数が多い。このことは，それぞれ異なる利益

を反映する議会構造を示しており，それに伴って地域社会との接点も幅広

くなるので，中心性が高い結果となったかもしれない。すると，両県にお

ける相違は二元代表制の党派的特性によるものでなく，議会構成による結

果となる。さらに，無党派知事と与野党相乗り知事以外の類型，たとえ

ば，非自民系知事と自民党多数の議会，民主系知事と民主党多数の議会な

どのケースにおいても，本稿の分析結果がいえるだろうか。なお，市町村

レベルにおいてはどうなるかなど数多くの課題が残されたといわざるをえ

ない。

ただし，ガバナンスの文脈，すなわち，多様なアクターによる調整・意

思決定からすれば，単一の窓口によるガバナンス構造よりも，多元化され

た窓口を通じた利害・利益収斂構造が日本のローカル・ガバナンスに対し

てその新しさを吹き込むことができるのではないか。

日本の地方自治における行政主導型の自治体運営からすれば，まだ，

ローカル・ガバナンスの主体は地方自治体である。無論，近年，自治体の

行政改革が進み，住民参加型の行政運営や NPM型の行政運営，官民パー

トナーシップなどが活発に展開されてきた。しかし，その趣旨は別とし

て，中心的な役割を果たしているのは首長を中心とする行政（執行部）で

あることが実情である。つまり，現状では地域社会のリーダーとして位置

づけられた自治体が，地域社会と協力しながら地域公共の問題を解決して

いくガバナンスの構築が要求されるのである。さらに，こうした統治（協

治）パターンの頂点には，当然，首長だけでなく地方議会や行政職員が位

置づけられている。ただ，従来の行政主導型と異なる協治のガバナンスで

は，上記の自治体関係者の役割の変化が求められる。自治体の政策過程に

おける形成・決定・執行・評価の段階が地域社会に開放されることによ

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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り，自治体の意思決定は多様かつ複雑化され，自治体の調整役割が強調さ

れる。つまり，地域社会において散在している利害・利益を自治体の意思

決定の場に吸い上げ，調整・決定する舵取り（steering）の役割を自治体

が果たさなければならないのである。これに関して，「ガバナンス」の文

脈を市民社会の成熟への手段としてとらえる中邨（２００１）の指摘は注目に

値する。もし，この指摘を受け止めれば，ガバナンスの新しさにおける政

府の役割は小さくない。さらに，ローカル・ガバナンスがその表現に相応

しく有効的に機能するためには，諸利益団体，NPOや地縁組織などの

「ネットワーク」化をどのように図るかが重要となる。そこで，地域社会

のネットワークにおいて舵取りの役割を担うものとして首長のみならず議

員と行政職員が期待されるだろう
�
。

� 辻（２００２b）は，首長と議会の関係においてイデオロギー的対立関係からなる勢力
関係として，議会に対する首長の「党派的権力」と指摘した。１０８－１０９頁。

� Stoker（２０００）, pp.９３.
� Stoker（１９９８）, pp.３４－３５.
� Rhodes（１９９７）, pp.１－２.
� Bevir（２００７）, pp. xxi.
� 岩満（２００７）,９０頁。
	 回収率の詳細は以下のとおりである。

＊神奈川県

知事 県議会
議長 県議 県庁課長

以上職員 市町村長 市町村
議会議長

市町村議会
各派代表

市町村
課長

NPO以外
民間団体 NPO

発送数 １ １ １０３ ２３６ ３３ ３３ １５３ １６０ ８７ ６０

回収数 １ ０ ３１ １０２ １９ ２３ ６０ ８６ ２９ １９

％ １００．０ ０．０ ３０．１ ４３．２ ５７．６ ６９．７ ３９．２ ５３．８ ３３．３ ３１．７

＊福井県

知事 県議会
議長 県議 県庁課長

以上職員 市町村長 市議会
議長

市議会
各派代表

市町村
課長

NPO以外
民間団体 NPO

発送数 １ １ ３７ １１４ ９ ９ ４５ ４４ ８７ ６０

回収数 １ １ １３ ７１ ５ ４ １４ ２９ ３２ ２６

％ １００．０ １００．０ ３５．１ ６２．３ ５５．６ ４４．４ ３１．１ ６５．９ ３６．８ ４３．３
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� NPO以外の民間団体に対しては，地元商工団体，労働組合，農業団体，医療団
体，地元メディア，地元弁護会，金融団体などを選定し調査票を送付したが，回収

された団体は地元商工団体を含む経済団体と労働団体が多かったので，本稿では経

済団体と労働団体の回答を用いることにした。

� ４点尺度の評価で，回答者全体（知事本人も含む）の平均である。

� ただ，地方議会議員の影響力に関しては注目していく余地がある。従来地方議員

の研究においても調査時点や調査対象によって地方議員の評価が多少異なる結果を

示した。この結果をもって地方議員の影響力は小さくないという解釈を行っている

が，地方分権改革による自治体の政策決定構造の変化を検討するためにも，横断的

かつ長期的な視点で検討する必要がある。

� 近年ネットワーク分析が注目されるようになり，様々なツールが開発された。一

般に用いられるものとしては UCINET，STRUCTURE，NetMinerなどがあるが，本稿
では NetMinerを利用する。
� 安田（２００６［１９９７］），５頁。

� 安田（２００１），７６頁。

� 安田（２００１），７６－７７頁。

	 中心性に関わる指標については，安田（２００１）７８－９５頁を参照。


 たとえば「接触」の程度に関するデータであれば，以下のとおりである。中央省

庁と国会議員の場合，当事者からのデータが存在しないので，知事，県議会議長，

各担当局部に対する接触のデータが欠損となる。さらに，各担当局部の職員データ

では，他部局に対する接触度を示すので，知事と県議会議長と違って「各担当局部」

のセルに平均値のデータが入る。

知 事 県議会議長 各担当局部 中央省庁 国会議員

知事 － ３ ４ ３ ３

県議会議長 ３ － ２ ２ ３

各担当局部 ３．５ ２．７ ３．４ ２．８ ２．１

中央省庁 － － － － －

国会議員 － － － － －

� 神奈川県の県議会議長のデータは回収されなかった。

� 標準偏差値では多少違いが存在するものの，ほとんどのアクターが１．０程度を示

す。


 大きさの異なるグラフのアクター中心性を比較する際，次数割合が用いられる。

本稿のデータでは神奈川県の県議会議長から回答されず，両県の回答アクター数が

同数でないので，次数割合を用いることが望ましいと判断される。用意次数割合の

計算は，ネットワーク内の各アクターがもちうる最大次数に対する各アクターの次

ネットワーク分析によるローカル・ガバナンスの構造分析（金）
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数の比である。つまり，以下のとおりである。

�������������

�����：アクターの次数

�����：アクターがもちうる最大次数

� 佐藤（１９９７），２９９－３１４頁。

� 村松（１９８１），１０３－１０６頁。

� 新川（２００４）は，行政に対する依存性，民主的統制手段の不明，参加組織の既得

権益化・官僚制化などの問題からパートナーシップ型のガバナンスにおける構造的

問題を指摘した。そこで，メタガバナンスの担い手としての地方議会の役割が注目

されると指摘した。
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図１ 入次数による中心性（接触程度－神奈川県）
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図２ 入次数による中心性（接触程度－福井県）
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図３ 入次数による中心性（情報提供・交換－神奈川県）
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図４ 入次数による中心性（情報提供・交換－福井県）
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